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南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者選定支援等アドバイザリー業務委託 

公募型プロポーザル 募集要項 
   
１ 業務目的 

本市では、常磐自動車道南相馬鹿島サービスエリアの利活用拠点施設として市で

整備し平成２７年に供用開始となった「セデッテかしま」の優れた集客力を最大限

活かし、市内の地域活動や経済に波及させることによりまちを元気にするため、南

相馬鹿島サービスエリア周辺開発について検討を進めてきた。検討を進める中で、

本開発は単なるサービスエリア周辺の開発ではなく“まちとの関係性”が重要であ

り、加えて地域にある魅力をより多くの方へ伝える効果的な情報発信も求められる

ことと考え、事業コンセプトとして「まちをつくる SA」を掲げた南相馬鹿島サービ

スエリア周辺開発基本計画（以下「基本計画」という。）を令和７年８月に策定し

た。 

   本業務は、基本計画で設定した事業コンセプトを実現するため、開発における設

計・施工・維持管理・運営を進める民間事業者を選定するための公募型プロポーザ

ルの実施及び選定された事業者との事業契約締結までの支援を目的としたアドバイ

ザリー業務である。 

公募による事業者選定にあたっては、公募準備から選定された事業者との事業契

約締結の間、財務・経営、技術等専門的知識の提供及び事業者選定に係る一連の支

援業務を行うことにより、民間事業者が主体的かつ積極的に資金、経営的能力及び

技術的能力を活用し、基本計画の趣旨を反映した事業発案・計画段階から実施・運

営までを本市へ提案できる環境を整えるものとする。 
 
２ 業務概要 

（１）件名 

   南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者選定支援等 

アドバイザリー業務委託 

（２）業務の内容（詳細は仕様書を参照） 

  ①整備・運営手法の検討及び主要な論点の整理 

  ②事業者の公募に向けて必要となる利害関係者等との調整の支援 

  ③実施方針（案）の作成及び公表に係る支援 

  ④概算事業費及び VFM の精査 

  ⑤募集要項（案）等の作成及び公表に係る支援 

  ⑥民間事業者提案の審査支援 

  ⑦民間事業者選定の審査委員会における運営支援 

  ⑧事業契約締結に係る支援 

  ⑨その他参加事業者が提案する業務（受注候補者決定後の市との協議の上で実施を

決定） 

（３）予定契約期間 

   契約締結日から令和９年６月３０日まで 

（４）委託契約上限額 

   ５９，４００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 
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（５）担当課 

   〒979-2392 南相馬市鹿島区西町一丁目 1番地 

   南相馬市役所鹿島区地域振興課 

   電話：0244-67-1021 FAX：0244-46-5684 

   電子メールアドレス k-chiikishinko@city.minamisoma.lg.jp 

 

３ スケジュール（予定） 
年月日 事務手順 

令和７年１０月１０日（金） プロポーザル募集要項の公告 
令和７年１０月１０日（金） 質問書・参加申込書・企画提案書受付開始 
令和７年１０月１０日（金） 入札参加資格の申請受付開始 

※名簿未登録業者のみ 
令和７年１０月１７日（金）午後５時まで 質問書提出期限 
令和７年１０月２２日（水） 質問に対する回答期限 
令和７年１０月２３日（木）午後５時必着 入札参加資格の申請期限 

※名簿未登録業者のみ 
令和７年１０月２４日（金）午後５時必着 参加申込書提出期限 
令和７年１０月２７日（月） 企画提案書受付開始 
令和７年１０月２９日（水） 参加資格の有無の回答期限 
令和７年１０月３１日（金）午後５時まで 参加資格の説明請求期限 

※参加資格が無いと判断された者のみ 
※令和７年１１月５日（水）午後５時までに書

面で回答（文書発出） 
令和７年１１月１９日（水）午後５時必着 企画提案書提出期限 
令和７年１１月２８日（金） プレゼンテーション審査及びヒアリング 
令和７年１２月上旬 入札契約審査委員会への報告（審査結果報告及

び審議） 
令和７年１２月上旬 最終審査結果通知 
令和７年１２月上旬 契約締結 
※プレゼンテーションの開催時間は決定次第、応募業者へ通知する。 
 
４ 受注候補者の選定方法 

   本業務は、公募型プロポーザル方式によって受注候補者を選定する。 

 

５ 公募条件（プロポーザル参加資格要件） 

   参加しようとする事業者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令 16 号）第 167 条の 4の規定に該当しない者で

あること。 

（２）令和 7・8 年度南相馬市入札参加資格者名簿に登録されている者とし、公告の日

から入札執行の日までの間に、有資格業者に対する指名停止に関する要綱（平成

18 年南相馬市告示第 4号）による指名の停止を受けていない者であること。 

（３）（２）の名簿に登録されていない者については、入札参加資格審査申請をし、参

加申込書の受付期限までに受理を受けた者であること。 

（４）公告日以後に南相馬市有資格者に対する指名停止に関する要綱（平成 18 年告示

第 4号）に基づく指名停止又は指名回避を受けている期間がないこと。 

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き又は民事再生法（平
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成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き中の者でないこと。 

（６）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を完納している者であること。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2

条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体ではない

こと。 

（８）国又は地方公共団体との契約に関して、参加申込書の提出の時点で、履行期限ま

での間に、指名停止を受けている期間がないこと。 

（９）過去に本業務に類似する業務実績として、公共施設を含む複合商業施設に関する

PPP/PFI アドバイザリーに関する業務（民間事業者の募集及び選定段階における

業務に限る。）の受託実績があり、本公告に示した業務を確実に履行できる者で

あること。 

（10）本業務の担当者（主要担当者または補助担当者）として、官民連携事業のアドバ

イザリー業務に従事した経験を有する下記の資格を有する者をそれぞれ 1名以上

配置すること（プロポーザル参加表明日において３か月以上継続して直接的な雇

用関係にある者が望ましいが、外部人材の登用も可とする）。 

・公認会計士の資格を有する者 

・弁護士の資格を有する者 

（11）本公告に示した業務を確実に履行できる者であること。 

 

６ 質疑応答 

（１）様式 

   （様式５）質問書を使用のこと。 

（２）照会方法 

   本要項 19 に記載の提出先まで、件名を「プロポーザル質問（アドバイザリー業

務委託）」とし、電子メールにより提出後、電話で連絡の上、電子メールの到達を

確認すること。 

（３）照会期限 

   令和７年１０月１７日（金）午後５時まで 

（４）回答方法 

   質問書を受け取った後、参加申込書を提出した全員に対し、令和７年１０月２２

日（水）までに随時、電子メールで回答。 

（５）その他審査委員の役職・氏名に関する質問については、一切応じない。 

   他の参加事業者に関する質問については、一切応じない。 

   審査の経過及びその内容に関しての問い合わせ、審査結果に対する異議申し立て

には、一切応じない。 

 

７ 参加受付 

   本プロポーザルに参加を希望する者は（３）の書類（①～⑨）書類を提出するこ

と。 

   ただし提出の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとする。 

（１）提出期限 

   令和７年１０月２４日（金）午後５時必着 

（２）提出方法 

   本要項 19 に記載の提出先まで持参、又は郵送により提出すること。 

※郵送の場合は書留もしくはレターパックなど送付状況が確認できるものを利用
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し、提出期限までに到着するように発送すること。なお、郵便事故等による提出

期限内の未到着については、市は責任を負わないものとする。 

※提出する際は、外封筒の表に「南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者

選定支援等アドバイザリー業務委託公募型プロポーザル参加申込書在中」と朱書

きすること。 

（３）提出書類 

   ①参加申込書（様式１） 

   ②会社概要書（様式２）及びパンフレット等 
※パンフレット等が無い場合は不要 

   ③商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び定款の写し 
   ④業務実績一覧（様式３） 
    ※直近１０年以内における、公共施設を含む複合商業施設に関する PPP/PFI ア

ドバイザリー業務、地元の民間事業者が関係する PPP/PFI アドバイザリー業

務、既存施設増改築等に関する PPP/PFI アドバイザリー業務については、審査

対象であることから、実績がある場合は各事項についてもれなく記載すること 
   ⑤業務実施体制（様式４） 
   ⑥過去２期分の決算書または事業報告書 
    ※収支状況が分かるもの 
   ⑦地方税（法人事業税）の完納証明書 
    ※写し可 
    ※証明書発行日が提出日前３ヵ月以内発行のもの 
   ⑧国税（法人税、消費税及び地方消費税）の納税証明書（その３の３） 

※写し可 
    ※証明書発行日が提出日前３ヵ月以内発行のもの 
   ⑨南相馬市入札参加資格審査申請書受理票の写し 

（４）提出部数 

   各１部 

 

８ 参加資格の確認 

（１）参加資格の有無 

   本プロポーザルに参加申し込みをした者には、「公募型プロポーザル方式参加資

格確認通知書」を令和７年１０月２９日（水）までに通知する。 

（２）説明請求 

   参加資格を満たさないと判断された者は、市に対して参加資格が無いと判断した

理由について、令和７年１０月３１日（金）の午後５時までに書面（様式自由、A

４判）により説明を求めることができる。 

   市は、説明を求められた際には、令和７年１１月５日（水）午後５時までに、説

明を求めたものに対し、書面により回答（文書発出）する。 

   なお、参加受付後に「５ 公募条件（プロポーザル参加資格要件）」の要件を欠

く事案が発覚した際には、当該事業者のプロポーザルへの参加を取り消す。 
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９ 企画提案書等の提出 

   参加の申込みを行った事業者は、次にあげる書類を提出すること。 

（１）提出期間 

   令和７年１０月２７日（月）～令和７年１１月１９日（水）午後５時必着 

（２）提出方法 

   本要項 19 に記載の提出先まで持参、又は郵送により提出すること。 

※郵送の場合は書留もしくはレターパックなど送付状況が確認できるものを利用

し、提出期限までに到着するように発送すること。なお、郵便事故等による提出

期限内の未到着については、市は責任を負わないものとする。 

※提出する際は、外封筒の表に「南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者

選定支援等アドバイザリー業務委託公募型プロポーザル企画提案書在中」と朱書

きすること。 

（３）提出部数 

   １０部（正本１部、副本９部） 

   ※正本・副本ともにフラットファイル A４判タテ型、クリップ、クリアファイル

等を用いて、各部一式がまとまった状態にて提出すること。 

   ※副本については、表紙を含め企画提案書内に社名が記載されないように作成す

ること。なお、企画提案書（社名有）の該当箇所を白塗りする等の対応にて問

題ない。 

（４）提出書類 

  ①企画提案書【表紙】（様式６） 

  ②企画提案書（任意様式） 

   ・企画内容・事業の取組内容を別紙「仕様書」に基づき提案すること 

   ・業務委託期間終了までの実施工程について明確にすること 

   ・１０（６）の審査基準を意識して作成すること 

   ・次の必須とする提案事項については、提案ごとに簡潔に記載すること 

   【必須とする提案事項１】 

基本計画の内容を踏まえ、本市及び既存の南相馬鹿島サービスエリア（セデッ

テかしまを含む）が抱える課題をどのように認識しているか、記載のこと 

【必須とする提案事項２】 

事業者の参画意欲を高め、本市とより良い事業者との契約締結を可能とするた

めの具体的な方策について提案すること 

  【必須とする提案事項３】 

基本計画の実現性を高める上で不足していると思われる視点や問題点について

示し、これらを補完・解消するために本業務でどのような取り組みができるか

提案すること 

   ・独自提案がある場合は、別途その旨がわかるように、内容を記載すること 

  ③見積書（任意様式） 

   ・税込総額にて作成すること 

・人件費や諸経費の別がわかる見積金額の内訳を添付すること 

・人件費についてはランク別単価や工数がわかるように記載すること 

・見積書の宛名は「南相馬市長」とすること 

・見積書には事業者名を記載し、押印すること 
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（５）留意事項 

①提案書には表紙（様式６）をつけ、A４判用紙を用い、目次および頁番号をつ

けて 20 ページ以内で提出する。 

※表紙（様式６）以外、タテ型・ヨコ型での作成は任意とする。 

※カラー印刷は任意とする。 

※見積書は企画提案書のページ数に含まない。 

②提案書は１者につき１案とする。 

③提出された書類は返却しない。 

④提出書類受理後における、企画提案書等の差し替えおよび再提出は認めない。 

⑤企画提案書等に虚偽の記載をした場合は、参加申込および企画提案等を無効と

する。 

⑥提出された書類以外に、審査に必要な書類の提出を求める場合がある。 

⑦提出された提案書類等は、南相馬市情報公開条例（平成１８年南相馬市条例第

２２号）の対象行政情報となるため、公開される可能性がある。 
 
１０ 審査方法等 

   プロポーザルに係る審査は、別に定める「南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事

業事業者選定支援等アドバイザリー業務委託プロポーザル審査委員会設置要綱」に

基づく「南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者選定支援等アドバイザリー

業務委託プロポーザル審査委員会」（以下「審査委員会」）が行う。なお、プレゼ

ンテーションによる審査は以下のとおりとする。 

（１）実施日：令和７年１１月２８日（金） 

（２）会場：南相馬市 鹿島区役所（南相馬市鹿島区西町一丁目１番地） 

（３）内容：提案書に基づく説明及び審査員による質疑 

（４）時間配分：１提案者につき５０分以内を予定する。（プレゼンテーション３０ 

分、質疑２０分） 

（５）審査内容 

   審査内容については、審査委員会において、企画提案内容を総合的に判断して選

定する。 

（６）審査基準 

  審査項目については、下表に掲げる審査基準を設け、評価点を設定する。 

評価項目 審査項目 評価基準 点数 

提案内容 理解力（提案事項１） 基本計画の内容を十分に理解し、本市の現

状及び課題とサービスエリア周辺開発の目

的との関係性を適切に認識しているか。 

10 点 

企画力 企画力-Ⅰ 
（提案事項２） 

本市に対して可能性のある様々な種類の事

業形態について、メリットやデメリットを

理解し、言語化した上で提案することがで

きているか。また、事業者に対して実現可

能性のある事業内容の提案をするなど、参

画意欲を高める取り組みができるか。 

20 点 
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  企画力-Ⅱ 
（提案事項３） 

ア：基本計画の実現性を高める上で不足し

ている視点や問題点について、的確か

つ具体的に捉えることができており、

これらを補完・解消するために本業務

でどのような取り組みができるか示さ

れているか。 
イ：事業を行う上での様々なリスクについ

て十分に認識しており、その対応方法

について明確に示されているか。 

10 点 

作業工程 ア：作業工程・内容等が、適切なものとな

っているか。 
イ：確実に本業務を遂行できるスケジュー

ルとなっているか。 
ウ：不測の事態が発生した場合に備え、会

社としてのバックアップ体制が十分に

整っており、円滑に業務を軌道に戻す

ためのリスクマネジメントが適切に検

討されているか。 

15 点 

その他の提案 本業務について、参加事業者独自の提案事

項があればそれを審査し、評価をする。 
5 点 

実施体制 業務実績 本業務と類似した業務（事業者選定支援）

に関する下記のア～ウについて受託実績が

あり、本業務の委託内容を確実に遂行でき

るか。 
ア：公共施設を含む複合商業施設に関する

PPP/PFI アドバイザリー業務 
イ：地元の民間事業者が関係する PPP/PFI

アドバイザリー業務 
ウ：既存施設の増改築等に関する PPP/PFI

アドバイザリー業務 

10 点 

業務実施体制 業務実施体制-Ⅰ ア：業務の遂行にあたり、適切な実施体制

（人員配置及び人員体制）であるか。 
イ：業務全体を適切に統括することのでき

る責任者がいるか。 

10 点 

業務実施体制-Ⅱ メンバーは充分な経験や知識、資格等を有

しているか。 
5 点 

業務実施体制-Ⅲ 業務の遂行にあたり必要となる専門家及び

有識者が適切に配置されており、有識者と

のネットワークが構築されているか。 

10 点 

経済性 費用 見積額により、以下のとおり採点する。 
①最低価額提示者は満点 
②最低価額提示者以外は以下の計算式によ

る最低価額÷当業者見積額×満点（小数点

以下切り捨て） 

5 点 

合計数１００点 
  



8 
 

（７）候補者の選定 

  ①事務局は集計結果を審査委員会に報告し、平均得点が最も高い事業者を委員会の

承認を得て候補者に選定する。 

  ②平均得点が最も高い事業者が複数ある場合は、見積金額が最も低い提案者を候補

者として選定する。なお、見積金額も同額であった場合には、委員の表決（過半

数の賛成）により候補者を選定する。さらに、委員の表決が同数の場合は、委員

長が候補者を選定する。 

  ③選定にあたっては、評価項目「提案内容」における平均得点が６０点満点中６割

（３６点）以上かつ評価項目「実施体制」における平均得点が３５点満点中６割

（２１点）以上かつ合計得点が１００点満点中６割（６０点）以上の者とする。

なお、提案が１事業者のみの場合においても同様の方法を適用する。 

（８）その他 

  ①プレゼンテーションは、１事業者あたり３名までの参加人数とする。 

  ②プレゼンテーションは、本業務の主担当として配置予定の者が説明を行う。 

  ③プレゼンテーションは、提出書類をもとに行い、追加の提案及び資料配布は禁止

とする。 

  ④プレゼンテーションは、非公開とする。 

  ⑤プレゼンテーション等に必要なプロジェクター及びスクリーンは市が準備する

が、パソコン及びその他必要とする機材は提案者が準備する。 

  ⑥当日のタイムスケジュールについては、対象事業者に対し、別途通知する。 
 
１１ 参加者の失格または無効 

   次の各号のいずれかに該当した場合は、失格となる場合がある。 

（１）参加資格要件を満たさない場合 

（２）提案書の提案方法、提出先、提出期限に適合しない場合 

（３）本要項で規定する提案書の作成様式及び記載上の留意事項として示された条件に

適合しない場合 

（４）提出書類に虚偽の記載をした場合 

（５）プレゼンテーションに出席しなかった場合（指定された時間に遅れた場合を含

む。） 

（６）選定委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触した場合 

（７）審査の公平性を害する行為があった場合 

（８）前各号に掲げるもののほか本要領に違反すると認められる場合 
 
１２ 結果の公表 

（１）市長は、審査委員会の報告に基づき、受注候補者を特定し、南相馬市ホームペー

ジにおいて公表する。この場合において参加事業者の名称は、最優秀提案事業者

のみ公表する。 

（２）結果は、提案者全員に対し、令和７年１２月上旬に「公募型プロポーザル結果通

知書」にて通知する。 

（３）結果等に対し、提案者の異議申立ては一切認めない。 
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１３ 次順位者の繰り上げ 

   受注候補者に契約を締結することができない何らかの事由が発生した場合は、プ

ロポーザルにおいて次順位以下となった参加者のうち、評価等が上位であった者か

ら順に当該業務についての交渉を行うことができるものとする。 
 
１４ 事前協議 

   受注候補者に決定した事業者は、南相馬市と提案書をもとに契約締結のための仕

様確認等の協議を行った上で、改めて見積書を提出する。なお、見積額は、原則と

して提案書の提案価額の範囲内とする。 
 
１５ 契約 

   上記１４による協議に基づき、契約書を作成し契約の締結を行う。 
 
１６ 提案書の取扱い 

   受注候補者の提案された書類等は全て、南相馬市に帰属することとし、提案に含

まれる特許権、意匠権、商標権等を無償で使用できることとする。 
 
１７ その他特記事項 

（１）手続において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨とする。 

（２）提案書の作成のために南相馬市が配布した資料は、南相馬市の了解なく公表、使

用することはできない。 

（３）業務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。 

（４）参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、「参加辞退届」（様式７）を提出

すること。 

（５）提案書に虚偽の記載をした場合は、提案を無効とするとともに、虚偽の記載をし

た者に対して、入札参加資格者名簿に登載されていても指名を見合わせることも

あるため留意すること。 

（６）参加申込書の提出以降に指名停止となった場合は、以後のプロポーザルに関する

手続きの参加資格を失うものとする。 

（７）提案者が本プロポーザルに要したすべての費用は当該提案者の負担とする。 

（８）令和 7・8 年度南相馬市入札参加有資格者名簿に登録してない者の入札参加資格

審査申請の受付方法については、「１８ 入札参加資格申請受付に関する事項」

を参考とすること。 
 
１８ 入札参加資格申請受付に関する事項 

（１）申請に必要な書類及び申請方法 

   申請においては、「入札参加資格審査申請の手引（物品・役務の提供）」を確認

のうえ、申請書類を以下の（５）の担当課まで郵送する。 

   「申請書」及び「入札参加資格審査申請の手引（物品・役務の提供）」について

は、南相馬市ホームページからダウンロードすること。 

（２）申請受付期間 

   令和７年１０月１０日（金）から令和７年１０月２３日（木）午後５時必着 

   （土曜日、日曜日及び祝日を除く） 

（３）申請受付時間 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く） 
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（４）申請に関する留意点 

①申請の際には、「南相馬鹿島サービスエリア周辺開発事業事業者選定支援等ア

ドバイザリー業務委託公募型プロポーザル」に関する申請書提出である旨を明

記すること。 

②本プロポーザル参加に係る入札参加資格申請については、市外事業者も（２）

の申請受付期間に限り受け付ける。 

③実績については、申請書提出日を基準日として作成すること。 

（５）申請の担当課及び問合せ先 

   〒975-8686 福島県南相馬市原町区本町二丁目２７番地 

   南相馬市総務部財政課契約係（南相馬市役所本庁舎３階） 

   電話：0244-24-5225 FAX：0244-24-5214 
 
１９ 問い合わせ先及び各種書類の提出先 

〒979-2392 南相馬市鹿島区西町一丁目 1番地 

   南相馬市役所鹿島区地域振興課 

   電話：0244-67-1021 FAX：0244-46-5684 

   電子メールアドレス k-chiikishinko@city.minamisoma.lg.jp 


